

























































は，払込済出資金は 1 割，準備金・積立金の合計は増加し（1930 年度を除く），剰余
金も 1932 年度を除き計上した点を踏まえれば，安定であったといえる。しかし，道意
産業組合は 1938 年 1 月に解散した。その背景には，室戸台風が存在した。1934 年 9







大庄村は，大庄土地区画整理事業（施行面積：約 300 町歩，うち農地面積：約 100町
歩）を中心とした都市計画事業を実施しようとしたのである。大庄土地区画整理事業
































によって，武庫村での農家経営は不安定化した。その一方で，1932 年 11 月には尼宝




1931 年 9 月より計 4 期の小作争議が発生した。第 1 期は鳴尾競馬場移転問題に伴う
小作地返還をめぐる小作争議，第 2 期は 1931 年度の小作料減免をめぐる小作争議，















































































































































































での摩擦（第 3 章），社会資本整備（第 4 章），環境・衛生整備（第 5 章）等の諸問題
が生起した点を踏まえれば，農業の継続を志向する地主・小作人らの存在が武庫之荘
住宅地の歴史を規定したといってよい。かかる一連の過程は，被災地域の「復興」を
目的として，都市計画法第 13 条に準拠する形で，大庄村が施行した大庄土地区画整理
事業（第 1 章）と対照的な帰結であった。こうした形で生起した諸問題に対して，武
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庫之荘住宅地の地域住民組織が対処し，事業団体として機能した。しかしその活動は，
武庫之荘住宅地における新住民・旧住民間での摩擦・近代家族という家族形態に規定
される形で，本源的な不安定性を有した。かかる前提の下で，地域住民組織は事業団
体として，武庫之荘住宅地の住民らが解決を「切望」する諸問題に対処することで，
地域社会の核たり得た。しかし，地域住民組織が事業団体たり得る基盤を喪失し，親
睦団体への転換を余儀なくされたことで，地域住民組織が構築した社会的紐帯の本源
的な不安定性が全面的に顕在化し，地域社会に不可逆的な影響を与えた。その上で，
現状まで射程をのばし，現代における「地域」「住民」「組織」の存在意義について，若
干の展望を与えた。本稿では「近代家族」が如何なる条件の下で社会的紐帯を構築し
得るかという問いを考察したが，現在の武庫之荘住宅地では，高齢者（単身）世帯や
共働き世帯の増加という「ポスト近代家族」ともいうべき状況が現出し，地域住民組
織を取り巻く諸条件が変化した。しかし，地域住民組織を核とする地域社会の再構築
は困難であるという見通しを立てた一方で，地域に居住する住民らの生活の安定が未
来永劫的に保障されているわけでないという点から，地域住民組織が地域社会で存続
することの意義を指摘した。 
